テーマ別分科会：第Ⅲ－①分科会

記録者名前：米沼　一夫（青森県本部）

参加者人数：17日午後　125人

	プログラム
	17日(金)13：00～13：50

　基調提起「自治体再構築に向けて～コミュニティ自治・市民社会強化～」

　　講演者：講師　木原　勝彬（ローカル・ガバナンス研究所所長）

	記　　　録
	　行政と住民自治はどういう形で協働・強化できるのか。そして、市民・ＮＰＯの活動を通じて行政とどういう関係を作るのかを追求してきた経験を踏まえ、「協働・コミュニティ・市民社会強化」の三つのキーワードについて講演。

　自治体再構築には、住民自治力の強化と地域自治システムの構築が必要。

　一方で、行政と地域（自治会など）が対等に連携できていないことも指摘し、行政が地域をどうカバーできるのかが課題であると問題提起。

　上越市・伊賀市・神戸市（竹の台小学校区）の地域自治システムの事例を示して説明。

　そのなかで、上越市の地域協議会で出された意見として、「一年に一回でもいいから市長や、本庁の担当者もきたらどうか」という意見が出されていたことを聞き、合併によってそれまでの役場が支所になり、育まれてきた地域コミュニティが希薄になり、結果として、行政と地域、行政と住民の距離がますます遠くなっているのだと実感した。

　自治体再構築のカギは、「住民自治力の強化」だとの指摘をいただいたが、行政が地域をどのようにカバーしていけるのか、行政として住民参加の意識をどう高めていくのか、難しい課題も与えられたのではないか。

　同時に、自分の住んでいる街をみたとき、まだまだ、住民の行政参加意識が希薄であること、行政側としても協働に対する意識が低いことを改めて痛感、実感した。

	プログラム
	13：50～16：00

　パネルディスカッション「市民との協働」とフロアー討議

　　コーディネーター：吉川　富夫（県立広島大学教授）

　　パネリスト：木原　勝彬（ローカル・ガバナンス研究所所長）

　　　　　　　　　　　引地　正司（大阪府本部大阪市従業員労働組合）

　　　　　　　　　　　簗瀬　重樹・野依　真人（愛知県本部豊田市職員労働組合）

　　　　　　　　　　　福田　　弘（大阪府本部大阪市職員労働組合）

	記　　　録
	＜引地　正司（大阪府本部大阪市従業員労働組合）＞

　現業活性化運動からワンランクアップさせ、大胆な意識改革を図るための「シンクタンク」の設立。

　ともすれば、自治労に好意的な人を研究員に招くのが常であるところを、あえて辛口を言う教授を研究員に迎えたことが、活動の視野を拡げるとともに、大阪市バッシングを乗り越える強力なバネとなり、後々の「大阪市公共サービス政策センター」へと発展していったのではないか。

　特に、大阪市職員厚遇問題で組合バッシングが強まっていた逆境の中で、あえて市民からの意見を聞くシンポジウムを開催し、逆に市民から「組合は情報戦で遅れを取っている。正しい面も訴えるために、ホームページを立ち上げるべき」と激励を受けたことは、大きな力になったのではないかと感じた。

　組合が考えていたより参加する市民が多いこと、そして、市民にとってはサービスの実施主体が「公務員」なのか、「民間」なのかは、なんら問題ではなく、サービスの質だけが問題であることを痛感させられる機会になり、全職場ではないが、「職場がいまのままでいい」と言った考え方が少しずつ変わってきていることと、「公務員としてやらなければならないことは何なのか」の検証が必要であるとの報告に、今後の活動の進展を祈りたい。

＜愛知県本部豊田市職員労働組合＞

　地方自治法に基づく「地域自治地区」が組織され、行政の中にしっかり根付いている先進事例的な発表でもある。

　特に、協働ではなく、市民と行政が共通する目的に対してそれぞれの判断で共に働き、共に行動することの「共働」という造語を使用していることも特徴的である。

　「わくわく事業」補助金も、行政からの一方的な補助金ではなく、地域協議会が事業の設定や審査を行う「地域が主体」の事業であり、住民参加の意識の高さに驚いた。

＜福田　　弘（大阪府本部大阪市職員労働組合）＞

　大阪市職員厚遇問題で、市民から組合が強い批判を浴び、批判に対して改めるべきは改め当局の不当な攻撃には立ち向かうという姿勢で臨み、一方で、市民の率直な意見を聞く場として地域集会を企画したことは、ある意味、大阪市従業員組合の取り組みと共通するのではないか。

　特に、参加者から「市民と行政の距離が大きく、意識の乖離が行政批判につながっている」「職員はカウンターを越えて市民・地域に入っていくべき」などの指摘を受け、「行政がやれないなら組合がやろう！」という発想と取り組みは画期的だったと思う。

　特に、住民の側からの「商店街も組合も地域につながらなければ未来はない！　カウンター越しに止まっていては、労働条件の改善もできない」との発言に正直驚いた。

　特徴的なのは、「みつや交流亭」の店番やさまざまな取り組みであるが、動員形式ではなく、あくまでもボランティアで呼びかけを行い対応していることである。今後の運動のあり方としておおいに参考になるのではないか。

＜牧さん（大分県本部別府市職員労働組合）＞

　私自身も10年来都市計画課に在籍し、まちづくり計画を担当した経験があるが、「協働」という言葉があらゆる場面で使われていることに対し、担当者として、本当に行政全体が向いているのかと率直に疑問を投げかけていたことが印象的であったし、実感として伝わるものがあった。

　一方で、行政の課題として「担当部局の間で温度差があること」、住民側の課題として「30代・40代は、関わりを持ちたくてもできない現状があること」の指摘と同時に、呼びかけに反応してくる住民だけに限らず、「核」となる人材育成も行政の課題であることも指摘されていた。

　「協働」とはなんぞや、もう一度考え直してみることが必要ではないか。という指摘は的を射ているかもしれないと感じた。

＜愛知県本部自治労名古屋市労働組合＞

　「市民の意見を聞きながら……」とよく言われるが、その中で、アンケート調査などの業務は、行政に有利な方向に導くための「アリバイ仕事」になっているのではないかと指摘。

　また、政策反映の手段としての「パブリックコメント」の問題についても、意見が少ないのに「意見を聞いた」と受け止めてしまう問題があるのではないかと指摘するなど、行政のあり方について率直に問題提起をしていたことが特徴的であった。

＜河崎さん（石川県本部輪島市職員組合）＞

　2007年３月25日午前９時41分、石川県輪島市を震源とする能登半島沖地震が発生し甚大な被害を受けた。

　その後の震災対策で、職員が懸命に市民生活の復旧・復興に尽力する姿勢を体現してきたことが、市民の信頼を勝ち取ることにつながり、そのことを組合員が実感できたことで、真の行政サービスの必要性の再認識につながり、行政サービスの単純な民間委託は危険であることも認識できたのではないかと報告。

　高齢者福祉に関わる仕事を通じて、「福祉避難所」設置に関わるガイドラインづくりや協定書づくりなどに携わり、行政にしかできないことがあることを住民にアピールしていくとともに、行政だからこそできる「心の通った真の行政サービス」があることを震災を通じて確信したことの報告であった。

	プログラム
	16：00～16：40

「レポート発表」「公営交通の存続に向けた取り組み」

　　都市交／佐賀交通労働組合（横山さん）

	記　　　録
	　繰り出し基準以外の補助金カット、30％の給与カット、累積欠損解消の見込みが３年以内に目途が立たなければ民営化を図るという前提での厳しい現状の報告と、市民のための市営バスであるために、局と一体となった「環境・福祉・子ども」に着眼した取り組みが報告された。

　その中で、組合が独自で「視覚しょうがい者向けの音声時刻表作成」に取り組んでいること、組合から「110番移動サポーター制の導入」を呼びかけたこと、組合独自で「普通救急救命講習会の実施」を行っていること、「マイクを使った一声運動」を積極的に行っていることなどの取り組みで、公共交通の存在意義をアピールしていることが印象的であった。

＜群馬県本部前橋市役所職員労働組合＞

2006年度から、「動く」「見える」児童生徒の下校時安全対策として「ホットな見守り、ほっと安心、下校時スクールサポート」を合言葉に、「まえばしウォーキング」が本格実施された。

＜ウォーキングバス＞とは

　通学路の児童がまとまって歩き、決められたポイント（バス停留所）を決められた時刻に通過しながら、登下校するもの。

　イギリスで導入され、登下校時の子どもに対する犯罪が激減した。

　バスの先頭や最後尾には大人が歩き、バス停留所にも大人が立ち、子どもたちの登下校を見守る。

　実施をしていく一方で、都市部や農村部、学校児童数の大小など、各学校毎の実態に様々な違いが浮き彫りになってきたことや一緒に歩いてくれる人の負担感が露見するなどの問題も浮上し、特に、安全対策に参加できる協力者（保護者・家族）の人数・回数に負担感が増し、多くの不満が出てきた。

　また、下校時の児童の安全確保についての保護者感情として、「児童の安全を守るのは学校の責任である」との考えが底流にあることも大きな課題として浮かび上がっていることが報告された。

　結局のところ、パトロールや監視に頼ることなく、子どもたちの下校時間に「家の前で掃除をしている人」「井戸端会議をしたり、子どもたちが遊んでいること」など、少し前では当たり前だったまちの姿を取り戻すことが大事であると結論付けていた。

	プログラム
	18日(土) 8 ：45～12：00

　札幌市内の交通職場、消防職場でフィールドワーク

　　●　札幌市消防局

　　●　札幌市交通局「東車輌基地」

	記　　　録
	1.　札幌消防車見学・ビデオ・情報指令センターを見学しましたが、改めて、「住民の命と財産を守る」ことと、公務労働としての重大性を実感しました。

2.　初めて、「高速電車車輌基地」を見学しました。「直営だからできる安全走行」のための地道な取り組みによって、「安心」が確保されているのだと思います。直営堅持で、公共サービスを守ることを続けてほしい。

　　なにより、自信と誇りに満ちた説明者の「目」が良かった。

　　駅から車両基地までが遠く、歩くのがチョッとしんどかった。


良かった点、反省点など

	

	【良かった点】

　函館自治研以来の参加で、しかも、記録担当ということで緊張もしたが、プレッシャーを感じながらの「自治研集会」になり、とても良かったと感じた。

　県本部で自治研を担当する責任者として全国の自治研活動に触れることで、今後の活動に大いに参考となったことが良かったと思う。

【反省点】

　記録するには「録音」に限るとばかり、現代機器に頼っていたあまり、いつでも記録の整理ができると思っていたことが、逆に仇となってしまった。反省しきり。

	


全体の印象、感想

	

	　全体的に、全国で真剣に自治研運動に取り組んでいることを改めて感じた。

　特に、大阪市従や大阪市職の「職員厚遇問題」で、バッシングを受ける最中であえて、市民との対話に取り組んだことに感動した。

　「自治研運動こそ組合運動の原点である」と改めて痛感すると同時に、運動が立ち遅れている県本部としてはおおいに参考になったし、これを契機に継続した運動にしていかなければと思った。

　一方で、「今実践していることが３年後にはどうなっているのだろうか」と気になる。次回の自治研集会で、「その後の検証」もいいのではないかと感じた。

　最後になるが、「協働」という言葉があまりにも抽象的で、独り歩きしすぎているのではないか。もう一度「協働」について考え直す必要もあるのではないかと吉川先生から指摘もあったが、住民参加の意識を高めることの難しさを実感した。

　全体的に発表の時間が少なかったのではないか。
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